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【独⽴⾏政法⼈ 国⽴成育医療研究センター】 （単位：円）

資産の部
Ⅰ 流動資産

現⾦及び預⾦ 5,230,918,042

医業未収⾦ 4,046,116,387

貸倒引当⾦  7,929,794 4,038,186,593

未収⾦ 1,036,187,118

未収消費税等 33,955,640

医薬品 69,913,496

診療材料 127,426,133

給⾷⽤材料 3,394,343

貯蔵品 18,883,032

その他流動資産 431,270

流動資産合計 10,559,295,667

Ⅱ 固定資産
１ 有形固定資産

建物 18,098,050,585

減価償却累計額  2,467,573,197 15,630,477,388

構築物 114,057,966

減価償却累計額  57,224,521 56,833,445

医療⽤器械備品 4,547,603,741

減価償却累計額  1,979,444,814 2,568,158,927

その他器械備品 4,986,499,445

減価償却累計額  2,616,636,576 2,369,862,869

⾞両 11,273,637

減価償却累計額  4,697,347 6,576,290

⼟地 23,800,000,000

建設仮勘定 446,125,762

その他有形固定資産 1,797,500

減価償却累計額  506,330 1,291,170

有形固定資産合計 44,879,325,851

２ 無形固定資産
ソフトウェア 457,659,247

電話加⼊権 160,000

その他無形固定資産 4

無形固定資産合計 457,819,251

３ 投資その他の資産
破産更⽣債権等 33,877,394

貸倒引当⾦  33,877,394 0

投資その他の資産合計 0

固定資産合計 45,337,145,102

資産合計 55,896,440,769

科          ⽬ ⾦            額

貸 借 対 照 表
（平成２５年３⽉３１⽇）

- 1 -



【独⽴⾏政法⼈ 国⽴成育医療研究センター】 （単位：円）
科          ⽬ ⾦            額

負債の部
Ⅰ 流動負債

運営費交付⾦債務 169,994,989

預り寄附⾦ 24,594,476

⼀年以内返済⻑期借⼊⾦ 682,888,000

買掛⾦ 747,534,439

未払⾦ 2,777,846,360

⼀年以内⽀払リース債務 482,353,620

未払費⽤ 1,673,510

預り⾦ 264,417,389

引当⾦
賞与引当⾦ 485,517,690 485,517,690

その他流動負債 64,898,932

流動負債合計 　　　　　　　　 5,701,719,405

Ⅱ 固定負債
資産⾒返負債

資産⾒返運営費交付⾦ 610,631,476

資産⾒返補助⾦等 992,182,634

資産⾒返寄附⾦ 104,021,368

建設仮勘定⾒返施設費 327,404,762 2,034,240,240

⻑期借⼊⾦ 7,515,301,000

リース債務 128,010,855

引当⾦
退職給付引当⾦ 38,441,745

環境対策引当⾦ 25,372,200 63,813,945

資産除去債務 54,106,749

固定負債合計 9,795,472,789

負債合計 15,497,192,194

純資産の部
Ⅰ 資本⾦

政府出資⾦ 36,485,960,972

資本⾦合計 36,485,960,972

Ⅱ 資本剰余⾦
資本剰余⾦ 2,703,120,681

損益外減価償却累計額（－）  1,284,341,310

資本剰余⾦合計 1,418,779,371

Ⅲ 利益剰余⾦
積⽴⾦ 1,698,889,863

当期未処分利益 795,618,369

（うち当期総利益） （ 795,618,369 ）

利益剰余⾦合計 2,494,508,232

純資産合計 40,399,248,575

負債純資産合計 55,896,440,769
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【独⽴⾏政法⼈ 国⽴成育医療研究センター】 （単位：円）

経常費⽤
業務費

給与費 9,743,372,092

材料費 5,132,337,886

委託費 2,293,792,913

設備関係費 3,278,016,635

経費 1,269,878,040 21,717,397,566

⼀般管理費
給与費 590,809,141

経費 175,875,353

減価償却費 7,232,189 773,916,683

財務費⽤ 107,183,889

その他経常費⽤ 8,202,807

経常費⽤合計 22,606,700,945

経常収益
運営費交付⾦収益 4,106,137,308

補助⾦等収益 434,742,197

業務収益
医業収益 17,421,894,089

研修収益 12,306,040

研究収益 1,000,459,398 18,434,659,527

寄附⾦収益 29,958,396

資産⾒返負債戻⼊
資産⾒返運営費交付⾦戻⼊ 97,552,391

資産⾒返補助⾦等戻⼊ 140,898,636

資産⾒返寄附⾦戻⼊ 35,101,712 273,552,739

施設費収益 2,764,799

その他経常収益 123,946,709

経常収益合計 23,405,761,675

経常利益 799,060,730

臨時損失
固定資産除却損 3,451,041 3,451,041

臨時利益
その他臨時利益 8,680 8,680

当期純利益 795,618,369

当期総利益 795,618,369

損 益 計 算 書
（平成２４年４⽉１⽇〜平成２５年３⽉３１⽇）

科          ⽬ ⾦            額
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【独⽴⾏政法⼈ 国⽴成育医療研究センター】 （単位：円）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー
⼈件費⽀出  10,262,657,502

材料の購⼊による⽀出  5,153,819,797

その他の業務⽀出  4,843,722,653

運営費交付⾦収⼊ 4,326,063,000

補助⾦等収⼊ 379,806,817

寄附⾦収⼊ 30,729,787

医業収⼊ 16,848,407,384

研修収⼊ 12,028,340

研究収⼊ 993,243,482

その他の収⼊ 256,355,030

⼩計 2,586,433,888

利息の⽀払額  107,325,340

業務活動によるキャッシュ・フロー 2,479,108,548

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による⽀出  986,766,111

無形固定資産の取得による⽀出  141,142,053

施設費による収⼊ 581,987,687

投資活動によるキャッシュ・フロー  545,920,477

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
⻑期借⼊⾦の返済による⽀出  682,888,000

リース債務償還による⽀出  504,388,395

承継資産の回収による収⼊ 1,653,969

財務活動によるキャッシュ・フロー  1,185,622,426

Ⅳ 資⾦増加額 747,565,645

Ⅴ 資⾦期⾸残⾼ 4,483,352,397

Ⅵ 資⾦期末残⾼ 5,230,918,042

キャッシュ・フロー計算書
（平成２４年４⽉１⽇〜平成２５年３⽉３１⽇）

科          ⽬ ⾦          額
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【独⽴⾏政法⼈ 国⽴成育医療研究センター】 （単位：円）

Ⅰ 当期未処分利益 795,618,369

当期総利益 795,618,369

Ⅱ 利益処分額
積⽴⾦ 795,618,369 795,618,369

利益の処分に関する書類（案）

科          ⽬ ⾦            額
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【独⽴⾏政法⼈ 国⽴成育医療研究センター】 （単位：円）

Ⅰ 業務費⽤
（１）損益計算書上の費⽤

業務費 21,717,397,566

⼀般管理費 773,916,683

財務費⽤ 107,183,889

その他経常費⽤ 8,202,807

臨時損失 3,451,041 22,610,151,986

（２）（控除）⾃⼰収⼊等
医業収益  17,421,894,089

研修収益  12,306,040

研究収益  800,450,335

その他経常収益  189,006,817

臨時利益  8,680  18,423,665,961

業務費⽤合計 4,186,486,025

Ⅱ 損益外減価償却相当額 439,028,472

Ⅲ 損益外除売却差額相当額 315,003

Ⅳ 引当外退職給付増加⾒積額  469,844,113

Ⅴ 機会費⽤
政府出資⼜は地⽅公共団体出資等の機会費⽤ 215,237,948 215,237,948

Ⅵ ⾏政サービス実施コスト 4,371,223,335

⾏政サービス実施コスト計算書
（平成２４年４⽉１⽇〜平成２５年３⽉３１⽇）

科          ⽬ ⾦            額
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注 記 事 項
Ⅰ．重要な会計⽅針

１．運営費交付⾦収益の計上基準
業務達成基準を採⽤しております。

２．減価償却の会計処理⽅法
（１）有形固定資産

定額法を採⽤しております。
なお、主な資産の耐⽤年数は以下のとおりであります。
建物 ６ 〜 ４０年
構築物 ２ 〜 ８年
医療⽤器械備品 ２ 〜 ８年
その他器械備品 ２ 〜 ８年
⾞両 ５年

また、特定の償却資産（独⽴⾏政法⼈会計基準第８７）及び資産除去債務に対応する特定の除去費
⽤等（独⽴⾏政法⼈会計基準第９１）に係る減価償却相当額については、損益外減価償却累計額とし
て資本剰余⾦から控除して表⽰しております。

（２）無形固定資産
定額法を採⽤しております。
なお、法⼈内利⽤のソフトウェアについては、法⼈内における利⽤可能期間（5年）に基づいてお

ります。

３．退職給付に係る引当⾦及び⾒積額の計上基準
役職員の退職給付に備えるため、運営費交付⾦により財源措置されない退職給付について、当該事業

年度末における退職給付債務の⾒込額に基づき計上しております。
なお、⾏政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加⾒積額は、独⽴⾏政法⼈会計基準

第３８に基づき計算された退職⼀時⾦に係る退職給付引当⾦の当期増減額を計上しております。

４．貸倒引当⾦の計上基準
債権の貸倒れによる損失に備えるため、⼀般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能⾒込額を計上しております。

５．賞与引当⾦の計上基準
役員に対して⽀給する業績年俸及び職員に対して⽀給する賞与に備えるため、当該事業年度に負担す

べき⽀給⾒込額を計上しております。

６．環境対策引当⾦の計上基準
PCB（ポリ塩化ビフェニル）の処分等に係る⽀出に備えるため、今後発⽣すると⾒込まれる⾦額を計

上しております。

７．たな卸資産の評価基準及び評価⽅法
（１）医薬品

最終仕⼊原価法に基づく低価法
（２）診療材料

最終仕⼊原価法に基づく低価法
（３）給⾷⽤材料

最終仕⼊原価法に基づく低価法
（４）貯蔵品

最終仕⼊原価法に基づく低価法
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８．⾏政サービス実施コスト計算書における機会費⽤の計上⽅法
政府出資⼜は地⽅公共団体出資等の機会費⽤の計算に使⽤した利率
１０年利付国債の平成２５年３⽉末利回りを参考に0.560 ％で計算しております。

９．リース取引の処理⽅法
リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る⽅法

に準じた会計処理によっております。
リース料総額が３００万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る⽅

法に準じた会計処理によっております。

１０．消費税等の会計処理
消費税及び地⽅消費税の会計処理は、税込⽅式によっております。

Ⅱ．貸借対照表
１．運営費交付⾦から充当されるべき退職⼀時⾦に係る退職給付引当⾦の⾒積額

3,594,665,791 円

２．⾼度専⾨医療に関する研究等を⾏う独⽴⾏政法⼈に関する法律（平成20年法律第93号）附則第8条
第7項に基づく当該事業年度末における保証債務の総額 8,198,189,000 円

３．⾦融商品の状況に関する事項
当センターは、資⾦運⽤については預⾦及び公債に限定し、また資⾦調達については財政融資資⾦

からの借⼊によっております。
また、当センターの診療報酬債権に係る回収リスクは、収⼊管理事務要領等に沿ってリスク低減を

図っております。
なお、借⼊⾦の使途は事業投資資⾦であり、主務⼤⾂により認可された資⾦計画に沿って、資⾦調

達を⾏っております。

４．⾦融商品の時価等に関する事項
期末⽇における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：百万円）
貸借対照表区 分 時 価 差 額
計 上 額

（1）現⾦及び預⾦ 5,231 5,231 －）
（2）医業未収⾦ 4,046 4,046 －）
（3）⻑期借⼊⾦ （8,198） （8,512） （314）
（4）買掛⾦ （748） （748） （ー）
（5）未払⾦ （2,778） （2,778） （ー）
（注１）負債に計上されているものは（ ）で⽰しております。
（注２）⾦融商品の時価の算定⽅法に関する事項
（1）現⾦及び預⾦，（2）医業未収⾦

これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿
価額によっております。

（3）⻑期借⼊⾦
⻑期借⼊⾦の時価については、元利⾦の合計額を同様の新規借⼊を⾏った場合に想定さ

れる利率で割り引いて算定する⽅法によっております。
（4）買掛⾦，（5）未払⾦

これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿
価額によっております。

- 8 -



Ⅲ．損益計算書
１．国⼜は地⽅公共団体からの受託による収益の科⽬別内訳
① 研究収益 116,970,000 円
② 医業収益 044,591,245 円

合 計 161,561,245 円

２．経常費⽤の内訳
① 給与費のうち、引当⾦繰⼊額

賞与引当⾦繰⼊額 485,517,690 円
退職給付引当⾦繰⼊額 025,015,925 円

② 設備関係費のうち、減価償却費
減価償却費 2,187,002,699 円

③ 経費のうち、引当⾦繰⼊額
貸倒引当⾦繰⼊額 004,463,375 円

３．財務費⽤の内訳
⽀払利息 107,183,889 円

４．その他臨時利益の内訳
償却済債権の回収 8,680 円

Ⅳ．キャッシュ・フロー計算書
１．資⾦の期末残⾼と貸借対照表に記載されている科⽬の⾦額との関係

現⾦及び預⾦勘定 5,230,918,042 円
現⾦及び預⾦勘定のうち定期預⾦ 0,000,000,000 円
資⾦期末残⾼ 5,230,918,042 円

２．重要な⾮資⾦取引
現物寄附による資産等の取得 8,680,342 円

３．承継資産の回収による収⼊
承継資産の回収による収⼊は、国から承継した破産更⽣債権等に係る収⼊であります。

Ⅴ．⾏政サービス実施コスト計算書
当事業年度に、職員退職⼿当規程を改正したことにより、引当外退職給付⾒積額が減少しております。
国からの出向職員に係る引当外退職給付増加⾒積額は、△ 52,624,247円であります。

Ⅵ．退職給付引当⾦
１．退職給付債務に関する事項

区 分 平成２５年３⽉３１⽇現在
退職給付債務 （Ａ） △ 38,441,745 円
未認識過去勤務債務 （Ｂ） － 円
未認識数理計算上の差異（Ｃ） － 円
退職給付引当⾦（Ｄ）＝（Ａ）＋（Ｂ）＋（Ｃ） △ 38,441,745 円
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２．退職給付費⽤に関する事項
区 分 平成２５年３⽉３１⽇現在

勤務費⽤ 37,873,548 円
利息費⽤ 257,789 円
過去勤務債務の費⽤処理額 △ 6,170,307 円
数理計算上の差異の費⽤処理額 △ 6,945,105 円
運営費交付⾦で財源措置された費⽤ 234,937,498 円
退職給付費⽤ 259,953,423 円

３．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
区 分 平成２５年３⽉３１⽇現在

割引率 １．４％
退職給付⾒込額の期間配分⽅法 期間定額基準
過去勤務債務の額の処理年数（注） 発⽣事業年度⼀括費⽤処理
数理計算上の差異の処理年数 発⽣事業年度⼀括費⽤処理
（注）当事業年度に、職員退職⼿当規程を改正したことにより、過去勤務債務が発⽣しております。

Ⅶ．資産除去債務
１．資産除去債務の概要

当センターは、所有する医療⽤器械備品の処分時における放射性同位元素及び放射化物の除去費⽤に
つき資産除去債務を計上しております。

２．資産除去債務の⾦額の算定⽅法
資産除去債務の⾒積もりにあたっては有形固定資産の⾒積残存使⽤可能期間を参考に、取得時からの

使⽤⾒込期間を４〜６年と⾒積もっております。割引率は当該使⽤⾒込期間に⾒合う国債の利回りを採
⽤しており、0.256％〜0.688％となっております。

３．当事業年度における資産除去債務の総額の増減
期⾸残⾼ 52,279,304 円
⾒積りの変更による増加額 1,463,817 円
時の経過による調整額 363,628 円
資産の除去による履⾏額 0 円
期末残⾼ 54,106,749 円

４．資産除去債務の⾒積りの変更の概要及び影響額
当事業年度より、「放射性同位元素等による放射線障害の防⽌に関する法律」の改正により放射化物

の処理⽅法について法律上明確化されたことから、⾒積りの変更による増加額1,463,817円を変更前の
資産除去債務残⾼に加算しております。

Ⅷ．重要な債務負担⾏為
当事業年度末までに契約を締結し、翌事業年度以降に⽀払が発⽣する重要なものは、以下のとおりです。

（単位：円）
契約内容 契約⾦額 翌事業年度以降の⽀払⾦額

教育研修棟新築⼯事 714,945,000 428,967,000
バイオバンク棟増築⼯事 269,272,500 161,563,500

Ⅸ．重要な後発事象
該当事項はありません。
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財 務 諸 表
（附 属 明 細 書）





（
単
位
：
円
）

期
⾸

当
期

当
期

期
末

差
引
当
期

残
⾼

増
加
額

減
少
額

残
⾼

当
期
償
却
額

末
残
⾼

建
物

1
1
,4
2
2
,8
7
2
,7
1
4

4
5
,7
0
9
,7
6
2

0
1
1
,4
6
8
,5
8
2
,4
7
6

1
,6
4
6
,3
0
4
,8
3
9

5
5
3
,2
7
2
,9
0
2

0
9
,8
2
2
,2
7
7
,6
3
7
注
１

構
築
物

9
0
,8
7
7
,7
9
4

0
0

9
0
,8
7
7
,7
9
4

4
5
,3
2
8
,1
6
7

1
5
,1
0
9
,3
8
9

0
4
5
,5
4
9
,6
2
7

医
療
⽤
器
械
備
品

4
,3
6
2
,1
2
7
,5
7
8

2
1
0
,2
1
2
,7
4
2

2
4
,7
3
6
,5
7
9

4
,5
4
7
,6
0
3
,7
4
1

1
,9
7
9
,4
4
4
,8
1
4

7
4
6
,4
5
3
,5
0
7

0
2
,5
6
8
,1
5
8
,9
2
7
注
２

そ
の
他
器
械
備
品

3
,8
0
9
,5
2
6
,7
9
1

6
3
0
,5
3
3
,3
6
0

2
0
3
,0
0
9
,9
4
0

4
,2
3
7
,0
5
0
,2
1
1

2
,1
6
6
,5
0
4
,2
0
1

8
3
0
,7
7
3
,1
3
2

0
2
,0
7
0
,5
4
6
,0
1
0
注
３

⾞
両

1
1
,2
7
3
,6
3
7

0
0

1
1
,2
7
3
,6
3
7

4
,6
9
7
,3
4
7

2
,2
5
4
,7
2
7

0
6
,5
7
6
,2
9
0

そ
の
他
有
形
固
定
資
産

8
0
0
,0
0
0

9
9
7
,5
0
0

0
1
,7
9
7
,5
0
0

5
0
6
,3
3
0

2
9
2
,9
9
8

0
1
,2
9
1
,1
7
0

計
1
9
,6
9
7
,4
7
8
,5
1
4

8
8
7
,4
5
3
,3
6
4

2
2
7
,7
4
6
,5
1
9

2
0
,3
5
7
,1
8
5
,3
5
9

5
,8
4
2
,7
8
5
,6
9
8

2
,1
4
8
,1
5
6
,6
5
5

0
1
4
,5
1
4
,3
9
9
,6
6
1

建
物

6
,6
1
7
,1
8
7
,9
8
3

1
2
,2
8
0
,1
2
6

0
6
,6
2
9
,4
6
8
,1
0
9

8
2
1
,2
6
8
,3
5
8

2
9
1
,9
4
6
,7
7
4

0
5
,8
0
8
,1
9
9
,7
5
1
注
４

構
築
物

2
3
,1
8
0
,1
7
2

0
0

2
3
,1
8
0
,1
7
2

1
1
,8
9
6
,3
5
4

3
,8
4
7
,6
6
9

0
1
1
,2
8
3
,8
1
8

そ
の
他
器
械
備
品

7
5
0
,2
0
5
,2
3
4

0
7
5
6
,0
0
0

7
4
9
,4
4
9
,2
3
4

4
5
0
,1
3
2
,3
7
5

1
4
2
,8
8
5
,9
5
4

0
2
9
9
,3
1
6
,8
5
9

計
7
,3
9
0
,5
7
3
,3
8
9

1
2
,2
8
0
,1
2
6

7
5
6
,0
0
0

7
,4
0
2
,0
9
7
,5
1
5

1
,2
8
3
,2
9
7
,0
8
7

4
3
8
,6
8
0
,3
9
7

0
6
,1
1
8
,8
0
0
,4
2
8

⼟
地

2
3
,8
0
0
,0
0
0
,0
0
0

0
0

2
3
,8
0
0
,0
0
0
,0
0
0

－
－

0
2
3
,8
0
0
,0
0
0
,0
0
0

建
設
仮
勘
定

3
1
1
,5
4
2
,8
7
5

1
3
8
,7
5
6
,6
3
7

4
,1
7
3
,7
5
0

4
4
6
,1
2
5
,7
6
2

－
－

－
4
4
6
,1
2
5
,7
6
2
注
５

計
2
4
,1
1
1
,5
4
2
,8
7
5

1
3
8
,7
5
6
,6
3
7

4
,1
7
3
,7
5
0

2
4
,2
4
6
,1
2
5
,7
6
2

－
－

0
2
4
,2
4
6
,1
2
5
,7
6
2

建
物

1
8
,0
4
0
,0
6
0
,6
9
7

5
7
,9
8
9
,8
8
8

0
1
8
,0
9
8
,0
5
0
,5
8
5

2
,4
6
7
,5
7
3
,1
9
7

8
4
5
,2
1
9
,6
7
6

0
1
5
,6
3
0
,4
7
7
,3
8
8

構
築
物

1
1
4
,0
5
7
,9
6
6

0
0

1
1
4
,0
5
7
,9
6
6

5
7
,2
2
4
,5
2
1

1
8
,9
5
7
,0
5
8

0
5
6
,8
3
3
,4
4
5

医
療
⽤
器
械
備
品

4
,3
6
2
,1
2
7
,5
7
8

2
1
0
,2
1
2
,7
4
2

2
4
,7
3
6
,5
7
9

4
,5
4
7
,6
0
3
,7
4
1

1
,9
7
9
,4
4
4
,8
1
4

7
4
6
,4
5
3
,5
0
7

0
2
,5
6
8
,1
5
8
,9
2
7

そ
の
他
器
械
備
品

4
,5
5
9
,7
3
2
,0
2
5

6
3
0
,5
3
3
,3
6
0

2
0
3
,7
6
5
,9
4
0

4
,9
8
6
,4
9
9
,4
4
5

2
,6
1
6
,6
3
6
,5
7
6

9
7
3
,6
5
9
,0
8
6

0
2
,3
6
9
,8
6
2
,8
6
9

⾞
両

1
1
,2
7
3
,6
3
7

0
0

1
1
,2
7
3
,6
3
7

4
,6
9
7
,3
4
7

2
,2
5
4
,7
2
7

0
6
,5
7
6
,2
9
0

⼟
地

2
3
,8
0
0
,0
0
0
,0
0
0

0
0

2
3
,8
0
0
,0
0
0
,0
0
0

－
－

0
2
3
,8
0
0
,0
0
0
,0
0
0

建
設
仮
勘
定

3
1
1
,5
4
2
,8
7
5

1
3
8
,7
5
6
,6
3
7

4
,1
7
3
,7
5
0

4
4
6
,1
2
5
,7
6
2

－
－

－
4
4
6
,1
2
5
,7
6
2

そ
の
他
有
形
固
定
資
産

8
0
0
,0
0
0

9
9
7
,5
0
0

0
1
,7
9
7
,5
0
0

5
0
6
,3
3
0

2
9
2
,9
9
8

0
1
,2
9
1
,1
7
0

計
5
1
,1
9
9
,5
9
4
,7
7
8

1
,0
3
8
,4
9
0
,1
2
7

2
3
2
,6
7
6
,2
6
9

5
2
,0
0
5
,4
0
8
,6
3
6

7
,1
2
6
,0
8
2
,7
8
5

2
,5
8
6
,8
3
7
,0
5
2

0
4
4
,8
7
9
,3
2
5
,8
5
1

ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
（
償
却
費
損
益
内
）

2
4
1
,7
7
4
,3
3
3

3
3
0
,7
0
2
,9
4
2

4
7
,9
3
7
,7
5
0

5
2
4
,5
3
9
,5
2
5

6
7
,5
7
6
,4
3
0

4
6
,0
7
8
,2
3
3

0
4
5
6
,9
6
3
,0
9
5
注
６

ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
（
償
却
費
損
益
外
）

1
,7
4
0
,3
7
5

0
0

1
,7
4
0
,3
7
5

1
,0
4
4
,2
2
3

3
4
8
,0
7
5

0
6
9
6
,1
5
2

電
話
加
⼊
権

1
6
0
,0
0
0

0
0

1
6
0
,0
0
0

－
－

0
1
6
0
,0
0
0

そ
の
他
無
形
固
定
資
産

1
3

0
4

－
－

0
4

計
2
4
3
,6
7
4
,7
0
9

3
3
0
,7
0
2
,9
4
5

4
7
,9
3
7
,7
5
0

5
2
6
,4
3
9
,9
0
4

6
8
,6
2
0
,6
5
3

4
6
,4
2
6
,3
0
8

0
4
5
7
,8
1
9
,2
5
1

破
産
更
⽣
債
権
等

3
1
,4
7
8
,2
6
9

4
,8
2
5
,7
4
0

2
,4
2
6
,6
1
5

3
3
,8
7
7
,3
9
4

－
－

－
3
3
,8
7
7
,3
9
4

貸
倒
引
当
⾦

 3
1
,4
7
8
,2
6
9

 2
,5
6
6
,0
2
0

 1
6
6
,8
9
5

 3
3
,8
7
7
,3
9
4

－
－

－
 3
3
,8
7
7
,3
9
4

計
0

2
,2
5
9
,7
2
0

2
,2
5
9
,7
2
0

0
－

－
－

0

（
注
）
１
．
建
物
（
償
却
費
損
益
内
）
：
当
期
増
加
額
は
院
内
保
育
所
 
36
,1
72
,9
63
円
等
、
建
物
の
取
得
に
よ
る
も
の
で
あ
り
ま
す
。

 
 
 
２
．
医
療
⽤
器
械
備
品
：
当
期
増
加
額
は
聴
⼒
検
査
機
器
 
32
,1
51
,0
00
円
、
運
動
負
荷
試
験
シ
ス
テ
ム
 
25
,2
00
,0
00
円
等
、
医
療
⽤
器
械
備
品
の
取
得
に
よ
る
も
の
で
あ
り
ま
す
。

 
 
 
３
．
そ
の
他
器
械
備
品
：
当
期
増
加
額
は
次
世
代
シ
ー
ケ
ン
サ
ー
解
析
シ
ス
テ
ム
 
11
5,
42
6,
50
0円

、
並
列
型
解
析
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
ー
シ
ス
テ
ム
 
58
,9
26
,0
00
円
、
細
胞
画
像
解
析
装
置
 
41
,3
28
,0
00
円
等
、
そ
の
他
器
械
備
品

 
 
 
 
の
取
得
に
よ
る
も
の
で
あ
り
ま
す
。

 
 
 
４
．
建
物
（
償
却
費
損
益
外
）
：
当
期
増
加
額
は
教
育
研
修
棟
汚
⽔
本
管
及
び
公
設
桝
 
12
,2
80
,1
26
円
の
取
得
に
よ
る
も
の
で
あ
り
ま
す
。

 
 
 
５
．
建
設
仮
勘
定
：
当
期
増
加
額
は
バ
イ
オ
バ
ン
ク
棟
 
11
3,
58
9,
00
0円

等
の
取
得
に
よ
る
も
の
で
あ
り
ま
す
。

 
 
 
６
．
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
（
償
却
費
損
益
内
）
：
当
期
増
加
額
は
⾼
品
質
診
療
情
報
収
集
シ
ス
テ
ム
 
18
7,
95
0,
00
0円

等
、
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
（
償
却
費
損
益
内
）
の
取
得
に
よ
る
も
の
で
あ
り
ま
す
。

投
資
そ
の
他
の
資
産

１
．
固
定
資
産
の
取
得
、
処
分
、
減
価
償
却
費
（
「
第
87
 
特
定
の
償
却
資
産
の
減
価
に
係
る
会
計
処
理
」
及
び
「
第
91
 
資
産
除
去
債
務
に
係
る
特
定
の
除
去
費
⽤
等
の
会
計
処
理
」
に
よ
る

 
損
益
外
減
価
償
却
相
当
額
も
含
む
。
）
及
び
減
損
損
失
累
計
額
の
明
細

減
損
損
失
累
計
額

摘
要

有
形
固
定
資
産

（
償
却
費
損
益
内
）資
産
の
種
類

有
形
固
定
資
産

（
償
却
費
損
益
外
）

⾮
償
却
資
産

有
形
固
定
資
産
合
計

無
形
固
定
資
産

減
価
償
却
累
計
額
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２
．

た
な

卸
資

産
の

明
細

（
単
位
：
円
）

6
9
,9
1
3
,4
9
6

1
2
7
,4
2
6
,1
3
3

3
,3
9
4
,3
4
3

1
8
,8
8
3
,0
3
2

2
1
9
,6
1
7
,0
0
4

（
注

）
 当

期
減

少
額

の
そ

の
他

は
、

低
価

法
に

よ
る

評
価

損
に

よ
る

も
の

で
す

。

３
．

⻑
期

借
⼊

⾦
の

明
細

（
単

位
：

円
）

平
均

利
率

（
％

）
返

済
期

限
摘

 
 

要

1.
23

平
成

25
年

9⽉
20

⽇
〜

平
成

40
年

3⽉
25

⽇

４
．

引
当

⾦
の

明
細

（
単

位
：

円
）

種
類 計

当
期

増
加

額

医
薬

品
診

療
材

料
給

⾷
⽤

材
料

貯
蔵

品

7
2
,8
8
4
,5
5
9

1
,1
9
7
,3
0
4
,3
9
6

期
⾸

残
⾼

当
期

減
少

額

財
政

融
資

資
⾦

8
,8
8
1
,0
7
7
,0
0
0

0

区
 

 
 

分

期
末

残
⾼

0

1
6
,9
1
3
,3
7
9

1
,0
6
7
,8
6
2
,2
4
1

1
,0
6
5
,8
9
2
,5
8
8

0

1
7
0
,7
5
0
,5
9
3

5
,5
4
8
,5
0
9
,5
9
8

5
,4
9
7
,3
8
6
,4
3
4

2
,2
5
6
,7
5
3

1
,1
4
0
,6
1
4
,5
7
2

2
,1
4
8
,2
5
0

2
,8
1
6
,3
6
3

1
1
1
,4
6
2
,4
3
2

1
1
0
,8
8
4
,4
5
2

摘
 

 
要

当
期

購
⼊

・
払

出
・

振
替

そ
の

他
製

造
・

振
替

7
8
,1
3
6
,2
9
2

3
,1
7
1
,8
8
0
,5
2
9

3
,1
7
9
,9
9
4
,8
2
2

1
0
8
,5
0
3

期
⾸

残
⾼

当
期

増
加

額
当

期
減

少
額

期
末

残
⾼

区
 

 
 

分

8
,1
9
8
,1
8
9
,0
0
0

期
⾸

残
⾼

当
期

増
加

額
当

期
減

少
額

期
末

残
⾼

6
8
2
,8
8
8
,0
0
0

摘
 

 
要

⽬
的

使
⽤

そ
の

他
4
8
5
,5
1
7
,6
9
0

環
境

対
策

引
当

⾦
2
5
,3
7
2
,2
0
0

5
1
0
,8
8
9
,8
9
0

５
．

貸
付

⾦
等

に
対

す
る

貸
倒

引
当

⾦
の

明
細

（
単

位
：

円
）

当
期

増
減

額
期

末
残

⾼
1
,8
9
7
,3
5
5

7
,9
2
9
,7
9
4

1
,8
9
7
,3
5
5

7
,9
2
9
,7
9
4

注
１

0
0

0
0

注
１

2
,3
9
9
,1
2
5

3
3
,8
7
7
,3
9
4

2
,3
9
9
,1
2
5

3
3
,8
7
7
,3
9
4

注
２

4
,2
9
6
,4
8
0

4
1
,8
0
7
,1
8
8

（
注

）
１

．
⼀

般
債

権
に

つ
い

て
は

、
貸

倒
実

績
率

に
よ

り
、

回
収

不
能

⾒
込

額
を

計
上

し
て

お
り

ま
す

。
２

．
破

産
更

⽣
債

権
等

（
発

⽣
か

ら
１

年
以

上
経

過
し

た
医

業
未

収
⾦

及
び

未
収

⾦
）

に
つ

い
て

は
、

個
別

に
回

収
可

能
性

を
検

討
し

、
回

収
不

能
⾒

込
額

を
計

上
し

て
お

り
ま

す
。

未
収

⾦ ⼀
般

債
権

9
8
6
,0
2
7
,4
7
8

0

3
1
,4
7
8
,2
6
9

1
,0
3
6
,1
8
7
,1
1
8

3
7
,5
1
0
,7
0
8

5
,1
1
6
,1
8
0
,8
9
9

3
3
,8
7
7
,3
9
4

3
1
,4
7
8
,2
6
9

3
1
,4
7
8
,2
6
9

2
,3
9
9
,1
2
5

3
3
,8
7
7
,3
9
4

3
1
,4
7
8
,2
6
9

区
 

 
 

分

医
業

未
収

⾦

破
産

更
⽣

債
権

等

賞
与

引
当

⾦ 計

⼀
般

債
権

5
1
1
,0
2
4
,0
7
9

3
,4
7
6
,6
8
2
,7
7
6

破
産

更
⽣

債
権

等

4
8
5
,5
1
7
,6
9
0

5
6
9
,4
3
3
,6
1
1

2
,3
9
9
,1
2
5

計

5
0
,1
5
9
,6
4
0

4
,4
9
4
,1
8
8
,5
2
3

6
2
1
,9
9
2
,3
7
6

摘
 

 
要

期
⾸

残
⾼

当
期

増
減

額
期

末
残

⾼
期

⾸
残

⾼

4
8
5
,6
5
1
,8
7
9

4
8
5
,5
1
7
,6
9
0

4
8
5
,6
5
1
,8
7
9

0

2
5
,3
7
2
,2
0
0

0
0

0

3
,4
7
6
,6
8
2
,7
7
6

5
6
9
,4
3
3
,6
1
1

4
,0
4
6
,1
1
6
,3
8
7

6
,0
3
2
,4
3
9

9
8
6
,0
2
7
,4
7
8

5
0
,1
5
9
,6
4
0

1
,0
3
6
,1
8
7
,1
1
8

0

4
8
5
,6
5
1
,8
7
9

0

貸
付

⾦
等

の
残

⾼
貸

倒
引

当
⾦

の
残

⾼

4
,0
4
6
,1
1
6
,3
8
7

6
,0
3
2
,4
3
9
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６
．

退
職

給
付

引
当

⾦
の

明
細

（
単

位
：

円
）

当
期

減
少

額
期

末
残

⾼
摘

 
 

要
4
,9
8
7
,6
9
4

3
8
,4
4
1
,7
4
5

退
職

⼀
時

⾦
に

係
る

債
務

4
,9
8
7
,6
9
4

3
8
,4
4
1
,7
4
5

未
認

識
過

去
勤

務
債

務
及

び
未

認
識

数
理

計
算

上
の

差
異

－
－

年
⾦

資
産

－
－

退
職

給
付

引
当

⾦
4
,9
8
7
,6
9
4

3
8
,4
4
1
,7
4
5

７
．

資
産

除
去

債
務

の
明

細
（

単
位

：
円

）
期

末
残

⾼

８
．

保
証

債
務

の
明

細
（

単
位

：
円

）
保

証
料

収
益

件
数

⾦
額

件
数

⾦
額

件
数

⾦
額

件
数

⾦
額

⾦
額

区
 

 
 

分

－

期
⾸

残
⾼

当
期

増
加

額
1
8
,4
1
3
,5
1
4

2
5
,0
1
5
,9
2
5

退
職

給
付

債
務

合
計

額
区

 
 

 
分

1
8
,4
1
3
,5
1
4

2
5
,0
1
5
,9
2
5 －

区
 

 
 

分
放

射
性

同
位

元
素

等
に

よ
る

放
射

線
障

害
の

防
⽌

に
関

す
る

法
律

に
基

づ
く

債
務

摘
 

 
要

資
産

除
去

債
務

に
対

応
す

る
除

去
費

⽤
等

に
つ

い
て

、
独

⽴
⾏

政
法

⼈
会

計
基

準
第

91
の

特
定

は
さ

れ
て

お
り

ま
せ

ん
。

－
－

1
8
,4
1
3
,5
1
4

2
5
,0
1
5
,9
2
5

期
⾸

残
⾼

当
期

増
加

額
当

期
減

少
額

5
2
,2
7
9
,3
0
4

1
,8
2
7
,4
4
5

0
5
4
,1
0
6
,7
4
9

期
⾸

残
⾼

当
期

増
加

当
期

減
少

期
末

残
⾼

(6
8
2
,8
8
8
,0
0
0
)

(6
8
2
,8
8
8
,0
0
0
)

1
8
,8
8
1
,0
7
7
,0
0
0

0
0

1
6
8
2
,8
8
8
,0
0
0

1
8
,1
9
8
,1
8
9
,0
0
0

－

（
注

）
１

．
⾼

度
専

⾨
医

療
に

関
す

る
研

究
等

を
⾏

う
独

⽴
⾏

政
法

⼈
に

関
す

る
法

律
附

則
第

8条
第

7項
の

規
定

に
基

づ
き

、
各

国
⽴

⾼
度

専
⾨

医
療

研
 

究
セ

ン
タ

ー
は

、
厚

⽣
労

働
⼤

⾂
が

定
め

る
と

こ
ろ

に
よ

り
、

当
該

国
⽴

⾼
度

専
⾨

医
療

研
究

セ
ン

タ
ー

以
外

の
国

⽴
⾼

度
専

⾨
医

療
研

究
セ

 
ン

タ
ー

が
承

継
し

た
旧

特
別

会
計

の
財

政
融

資
資

⾦
か

ら
の

借
⼊

⾦
債

務
を

保
証

し
て

お
り

ま
す

。
２

．
（

 
）

は
、

１
年

以
内

保
証

債
務

減
少

予
定

額
を

記
載

し
て

お
り

ま
す

。

旧
特

別
会

計
の

財
政

融
資

資
⾦

か
ら

の
負

債
に

係
る

保
証

債
務
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９
．

資
本

⾦
及

び
資

本
剰

余
⾦

の
明

細
（

単
位

：
円

）
期

末
残

⾼
摘

 
 

要
資

本
⾦

政
府

出
資

⾦
3
6
,4
8
5
,9
6
0
,9
7
2

3
6
,4
8
5
,9
6
0
,9
7
2

資
 

 本
資

本
剰

余
⾦

剰
余

⾦
施

設
費

4
3
5
,1
5
5
,9
2
8

運
営

費
交

付
⾦

0

補
助

⾦
等

0

寄
附

⾦
等

0

⽬
的

積
⽴

⾦
0

損
益

外
除

売
却

差
額

相
当

額
 2
2
,9
0
4
,8
1
6

注
そ

の
他

2
,2
9
0
,8
6
9
,5
6
9

2
,7
0
3
,1
2
0
,6
8
1

損
益

外
減

価
償

却
累

計
額

1
,2
8
4
,3
4
1
,3
1
0

注
損

益
外

減
損

損
失

累
計

額
0

損
益

外
利

息
費

⽤
累

計
額

0

1
,4
1
8
,7
7
9
,3
7
1

（
注

）
当

期
減

少
額

は
、

「
第

８
７

特
定

の
償

却
資

産
」

に
該

当
す

る
資

産
の

除
却

に
よ

る
も

の
で

す
。

１
０

．
積

⽴
⾦

の
明

細
（

単
位

：
円

）
期

末
残

⾼
摘

要

区
 

 
 

 
 

 
 

分
期

⾸
残

⾼
当

期
増

加
額

当
期

減
少

額
3
6
,4
8
5
,9
6
0
,9
7
2

0
0

計
3
6
,4
8
5
,9
6
0
,9
7
2

0
0

4
2
2
,8
7
5
,8
0
2

1
2
,2
8
0
,1
2
6

0

0
0

0

0
0

0

0
0

0

0
0

0

 2
2
,1
4
8
,8
1
6

0
7
5
6
,0
0
0

2
,2
9
0
,8
6
9
,5
6
9

0
0

計
2
,6
9
1
,5
9
6
,5
5
5

1
2
,2
8
0
,1
2
6

7
5
6
,0
0
0

4
4
0
,9
9
7

0
0

0

0
0

0

差
引

計
1
,8
4
5
,8
4
2
,7
2
0

 4
2
6
,7
4
8
,3
4
6

3
1
5
,0
0
3

8
4
5
,7
5
3
,8
3
5

4
3
9
,0
2
8
,4
7
2

区
分

期
⾸

残
⾼

当
期

増
加

額
当

期
減

少
額

期
末

残
⾼

摘
 

 
要

1
,6
9
8
,8
8
9
,8
6
3

注
（

注
）

当
期

増
加

額
は

独
⽴

⾏
政

法
⼈

通
則

法
第

４
４

条
第

１
項

の
規

定
に

従
い

、
前

期
の

利
益

処
分

に
お

い
て

整
理

し
た

額
で

す
。

区
 

 
 

分
期

⾸
残

⾼
当

期
増

加
額

当
期

減
少

額
積

⽴
⾦

1
,1
7
8
,4
1
3
,4
4
2

5
2
0
,4
7
6
,4
2
1

0
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１
１

．
運

営
費

交
付

⾦
債

務
及

び
当

期
振

替
額

等
の

明
細

（
１

）
運

営
費

交
付

⾦
債

務
の

増
減

の
明

細
（

単
位

：
円

）

0
2
7
5
,1
4
7
,2
3
2

0

0
4
,1
5
6
,0
6
8
,0
1
1

1
6
9
,9
9
4
,9
8
9

0
4
,4
3
1
,2
1
5
,2
4
3

1
6
9
,9
9
4
,9
8
9

（
２

）
運

営
費

交
付

⾦
債

務
の

当
期

振
替

額
の

明
細

平
成

２
３

年
度

交
付

分
（

単
位

：
円

）

２
．

当
該

業
務

に
関

す
る

損
益

等

 
ア

．
研

究
業

務
0

円
イ

．
臨

床
研

究
業

務
1
3
,5
9
1
,6
5
1

円
 

 
（

内
訳

）
13

,5
91

,6
51

 円
 

ウ
．

診
療

業
務

0
円

エ
．

教
育

研
修

業
務

0
円

オ
．

情
報

発
信

業
務

0
円

 
カ

．
そ

の
他

7
4
,2
9
1
,9
6
6

円
（

内
訳

）
74

,2
91

,9
66

円

交
付

年
度

期
⾸

残
⾼

交
付

⾦
当

期
交

付
額

当
期

振
替

額
期

末
残

⾼
運

営
費

交
付

⾦
収

益
資

産
⾒

返
資

本
剰

余
⾦

⼩
 

 
計

運
営

費
交

付
⾦

平
成

２
３

年
度

2
7
5
,1
4
7
,2
3
2

0
8
7
,8
8
3
,6
1
7

1
8
7
,2
6
3
,6
1
5

4
,0
1
8
,2
5
3
,6
9
1

1
3
7
,8
1
4
,3
2
0

計
2
7
5
,1
4
7
,2
3
2

4
,3
2
6
,0
6
3
,0
0
0

4
,1
0
6
,1
3
7
,3
0
8

3
2
5
,0
7
7
,9
3
5

平
成

２
４

年
度

0
4
,3
2
6
,0
6
3
,0
0
0

区
 

 
 

分
金
　
　
　
額

内
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
訳

業
務

達
成

基
準

に
よ

る
振

替
額

運
営

費
交

付
⾦

収
益

8
7
,8
8
3
,6
1
7

１
．

業
務

達
成

基
準

を
採

⽤
し

た
業

務
：

研
究

業
務

、
臨

床
研

究
業

務
、

診
療

業
務

、
教

育
研

修
業

務
、

情
報

発
信

業
務

、
そ

の
他

（
１

）
損

益
計

算
書

に
計

上
し

た
費

⽤
の

額
 ：

 8
7,

88
3,

61
7円

資
産

⾒
返

運
営

費
交

付
⾦

1
8
7
,2
6
3
,6
1
5

臨
床

研
究

基
盤

経
費

退
職

⼿
当

 
 

（
内

訳
）

,
9

,9
66

円

1
8
7
,2
6
3
,6
1
5

円
３

．
運

営
費

交
付

⾦
収

益
化

額
の

積
算

根
拠

 
 

年
度

計
画

の
予

定
ど

お
り

に
遂

⾏
し

た
業

務
に

つ
い

て
、

各
業

務
に

当
て

ら
れ

て
る

運
営

費
交

付
⾦

の
計

画
額

を
収

益
化

期
間

進
⾏

基
準

に
よ

る
振

替
額

運
営

費
交

付
⾦

収
益

0

 
－

 
（

期
間

進
⾏

基
準

を
採

⽤
し

た
業

務
は

あ
り

ま
せ

ん
）

資
産

⾒
返

運
営

費
交

付
⾦

0
資

本
剰

余
⾦

0
計

0

費
⽤

進
⾏

基
準

に
よ

る
振

替
額

運
営

費
交

付
⾦

収
益

0

 
－

 
（

費
⽤

進
⾏

基
準

を
採

⽤
し

た
業

務
は

あ
り

ま
せ

ん
）

資
産

⾒
返

運
営

費
交

付
⾦

0
資

本
剰

余
⾦

0
計

0
会

計
基

準
第

81
第

3項
に

よ
る

振
替

額
0

合
 

 
 

計
2
7
5
,1
4
7
,2
3
2

資
本

剰
余

⾦
0

計
2
7
5
,1
4
7
,2
3
2

（
２

）
固

定
資

産
の

取
得

額
 ：

 1
87

,2
63

,6
15

 円
 

 
臨

床
研

究
業

務
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平
成

２
４

年
度

交
付

分
（

単
位

：
円

）

２
．

当
該

業
務

に
関

す
る

損
益

等

 
ア

．
研

究
業

務
8
3
5
,4
8
6
,0
0
0

円
 

 
（

内
訳

）
研

究
基

盤
経

費
83

5,
48

6,
00

0 
円

イ
．

臨
床

研
究

業
務

1
,3
2
6
,7
4
1
,1
5
9

円
 

 
（

内
訳

）
臨

床
研

究
基

盤
経

費
43

2,
33

4,
34

9 
円

成
育

医
療

研
究

開
発

費
89

4,
40

6,
81

0 
円

 
ウ

．
診

療
業

務
3
1
,2
9
7
,0
0
0

円
 

 
（

内
訳

）
⼦

ど
も

の
⼼

診
療

拠
点

病
院

経
費

16
,1

00
,0

00
 円

⼦
ど

も
の

⼼
診

療
中

央
拠

点
病

院
経

費
15

,1
97

,0
00

 円
エ

．
教

育
研

修
業

務
1
,5
1
7
,9
2
4
,0
0
0

円
 

 
（

内
訳

）
指

導
医

・
レ

ジ
デ

ン
ト

・
修

練
医

経
費

1,
50

4,
08

7,
00

0 
円

教
育

研
修

経
費

13
,8

37
,0

00
 円

オ
．

情
報

発
信

業
務

1
4
6
,1
6
0
,0
0
0

円
 

 
（

内
訳

）
情

報
発

信
経

費
11

1,
91

0,
00

0 
円

妊
娠

と
薬

情
報

セ
ン

タ
ー

経
費

34
,2

50
,0

00
 円

 
カ

．
そ

の
他

1
6
0
,6
4
5
,5
3
2

円
 

 
（

内
訳

）
退

職
⼿

当
16

0,
64

5,
53

2 
円

 
ア

．
研

究
業

務
6
1
,4
7
1
,1
3
0

円
イ

．
臨

床
研

究
業

務
7
6
,3
4
3
,1
9
0

円
３

．
運

営
費

交
付

⾦
収

益
化

額
の

積
算

根
拠

区
 

 
 

分
金
　
　
　
額

内
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
訳

業
務

達
成

基
準

に
よ

る
振

替
額

１
．

業
務

達
成

基
準

を
採

⽤
し

た
業

務
：

研
究

業
務

、
臨

床
研

究
業

務
、

診
療

業
務

、
教

育
研

修
業

務
、

情
報

発
信

業
務

、
そ

の
他

（
１

）
損

益
計

算
書

に
計

上
し

た
費

⽤
の

額
 ：

 4
,0

18
,2

53
,6

91
円

資
本

剰
余

⾦
0

（
２

）
固

定
資

産
の

取
得

額
 ：

 1
37

,8
14

,3
20

 円

運
営

費
交

付
⾦

収
益

4
,0
1
8
,2
5
3
,6
9
1

資
産

⾒
返

運
営

費
交

付
⾦

1
3
7
,8
1
4
,3
2
0

運
営

費
交

付
⾦

収
益

化
額

の
積

算
根

拠
 

 
年

度
計

画
の

予
定

ど
お

り
に

遂
⾏

し
た

業
務

に
つ

い
て

、
各

業
務

に
当

て
ら

れ
て

る
運

営
費

交
付

⾦
の

計
画

額
を

収
益

化

計計
4
,1
5
6
,0
6
8
,0
1
1 0

費
⽤

進
⾏

基
準

に
よ

る
振

替
額

運
営

費
交

付
⾦

収
益

0

 
－

 
（

費
⽤

進
⾏

基
準

を
採

⽤
し

た
業

務
は

あ
り

ま
せ

ん
）

資
産

⾒
返

運
営

費
交

付
⾦

0
資

本
剰

余
⾦

0
計

0

期
間

進
⾏

基
準

に
よ

る
振

替
額

運
営

費
交

付
⾦

収
益

0

 
－

 
（

期
間

進
⾏

基
準

を
採

⽤
し

た
業

務
は

あ
り

ま
せ

ん
）

資
産

⾒
返

運
営

費
交

付
⾦

0
資

本
剰

余
⾦

0

会
計

基
準

第
81

第
3項

に
よ

る
振

替
額

0
合

 
 

 
計

4
,1
5
6
,0
6
8
,0
1
1
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（
３

）
運

営
費

交
付

⾦
債

務
残

⾼
の

明
細

（
単

位
：

円
）

費
⽤

進
⾏

基
準

を
採

⽤
し

た
業

務
に

係
る

分
計

1
6
9
9
9
4
9
8
9

 
－

 
（

期
間

進
⾏

基
準

を
採

⽤
し

た
業

務
は

あ
り

ま
せ

ん
）

 
－

 
（

費
⽤

進
⾏

基
準

を
採

⽤
し

た
業

務
は

あ
り

ま
せ

ん
）

○
 

繰
り

越
し

た
運

営
費

交
付

⾦
債

務
に

つ
い

て
は

、
翌

事
業

年
度

に
お

い
て

研
究

器
機

の
 

購
⼊

及
び

退
職

⼿
当

に
充

当
す

る
こ

と
と

し
て

お
り

、
翌

事
業

年
度

に
お

い
て

、
そ

れ
ぞ

 
れ

全
額

を
、

臨
床

研
究

業
務

に
つ

い
て

は
資

産
⾒

返
運

営
費

交
付

⾦
に

振
り

替
え

、
退

職
 

⼿
当

に
つ

い
て

は
収

益
化

す
る

予
定

で
す

。

区
 

 
分

業
務

等
区

分
⾦

 
 

額
残

⾼
の

発
⽣

理
由

及
び

収
益

化
等

の
計

画
交

付
年

度
運

営
費

交
付

⾦
債

務
残

⾼

教
育

研
修

業
務

0

情
報

発
信

業
務

0

平
成

２
４

年
度

期
間

進
⾏

基
準

を
採

⽤
し

た
業

務
に

係
る

分
－ －

0 0

業
務

達
成

基
準

を
採

⽤
し

た
業

務
に

係
る

分

研
究

業
務

0

臨
床

研
究

業
務

1
3
0
,4
1
2
,5
2
1

診
療

業
務

0

⼩
計

1
6
9
,9
9
4
,9
8
9

そ
の

他
3
9
,5
8
2
,4
6
8

○
 

臨
床

研
究

業
務

に
つ

い
て

、
平

成
24

事
業

年
度

に
購

⼊
を

予
定

し
て

い
た

研
究

器
機

の
 

う
ち

、
⼀

部
器

機
の

設
置

を
予

定
し

て
い

た
建

物
の

整
備

が
平

成
24

事
業

年
度

内
に

完
了

 
し

な
い

こ
と

が
判

明
し

た
た

め
、

当
該

器
機

の
調

達
に

関
す

る
公

告
⾃

体
を

⾒
送

り
、

翌
 

事
業

年
度

の
納

品
に

計
画

を
変

更
し

た
こ

と
に

よ
り

、
運

営
費

交
付

⾦
債

務
と

し
て

翌
事

 
業

年
度

へ
繰

り
越

し
た

も
の

で
す

。

○
 

そ
の

他
の

業
務

の
う

ち
、

退
職

⼿
当

に
つ

い
て

、
勤

務
延

⻑
等

に
よ

り
計

画
に

対
し

、
 

退
職

⼿
当

が
少

な
か

っ
た

た
め

、
運

営
費

交
付

⾦
債

務
と

し
て

翌
事

業
年

度
へ

繰
り

越
し

 
た

も
の

で
す

。

１
２

．
運

営
費

交
付

⾦
以

外
の

国
等

か
ら

の
財

源
措

置
の

明
細

（
１

）
施

設
費

の
明

細
（

単
位

：
円

）

1
2
,2
8
0
,1
2
6

2
,7
6
4
,7
9
9

2
0
,6
5
7
,7
6
2

計
1
6
9
,9
9
4
,9
8
9

区
 

 
 

 
 

分
当

期
交

付
額

左
の

会
計

処
理

内
訳

摘
 

要
建

設
仮

勘
定

⾒
返

施
設

費
資

本
剰

余
⾦

そ
の

他

独
⽴

⾏
政

法
⼈

国
⽴

成
育

医
療

研
究

セ
ン

タ
ー

施
設

整
備

費
補

助
⾦

3
5
,7
0
2
,6
8
7
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（
２

）
補

助
⾦

等
の

明
細

（
単

位
：

円
）

7
,3
7
1
,0
0
0

0
1
4
9
,1
5
2
,0
0
0

8
1
,0
4
9
,7
4
1

0
6
3
,7
3
3
,2
5
9

2
1
3
,5
5
2
,5
0
7

0
1
0
,3
8
9
,4
9
3

2
2
6
,0
1
2
,4
1
6

0
2
9
,7
4
5
,1
2
8

0
0

4
2
,9
7
2
,8
8
6

0
0

4
9
,3
6
6
,9
3
1

3
,1
3
9
,5
0
0

0
3
,4
8
8
,5
0
0

0
0

5
3
,3
9
6
,0
0
0

0
0

4
,5
6
0
,0
0
0

0
0

2
7
,6
8
0
,0
0
0

区
 

 
 

 
 

分
当

期
交

付
額

左
の

会
計

処
理

内
訳

20
12

年
度

疾
病

対
策

事
業

費
等

補
助

⾦
（

⼩
児

が
ん

拠
点

機
能

強
化

事
業

）

20
12

年
度

東
京

都
⼩

児
集

中
治

療
室

医
療

従
事

者
研

修
事

業
補

助
⾦

4
,5
6
0
,0
0
0

0

2
5
5
,7
5
7
,5
4
4

4
2
,9
7
2
,8
8
6

4
9
,3
6
6
,9
3
1

5
3
,3
9
6
,0
0
0

20
12

年
度

医
薬

品
副

作
⽤

等
被

害
救

済
事

務
費

等
補

助
⾦

（
「

⼩
児

と
薬

」
情

報
収

集
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
整

備
事

業
）

20
12

年
度

医
薬

品
等

審
査

迅
速

化
事

業
費

補
助

⾦
（

⾰
新

的
医

薬
品

実
⽤

化
促

進
事

業
）

20
12

年
度

医
薬

品
等

審
査

迅
速

化
事

業
費

補
助

⾦
（

再
⽣

医
療

製
品

実
⽤

化
促

進
事

業
）

20
12

年
度

東
京

都
⼩

児
救

命
救

急
セ

ン
タ

ー
運

営
費

補
助

⾦

0 0 0 0

摘
 

要
建

設
仮

勘
定

補
助

⾦
等

資
産

⾒
返

補
助

⾦
等

資
本

剰
余

⾦
収

益
計

上

20
12

年
度

医
療

施
設

運
営

費
等

補
助

⾦
（

医
薬

品
等

治
験

基
盤

整
備

事
業

）
1
5
6
,5
2
3
,0
0
0

0

20
12

年
度

医
療

施
設

運
営

費
等

補
助

⾦
（

ｉ
Ｐ

Ｓ
細

胞
等

の
臨

床
研

究
安

全
基

盤
整

備
⽀

援
事

業
）

1
4
4
,7
8
3
,0
0
0

0

20
12

年
度

東
京

都
在

宅
移

⾏
⽀

援
病

床
運

営
事

業
補

助
⾦

2
7
,6
8
0
,0
0
0

0

6
,6
2
8
,0
0
0

0

20
12

年
度

医
療

施
設

運
営

費
等

補
助

⾦
（

ｉ
Ｐ

Ｓ
細

胞
を

利
⽤

し
た

創
薬

研
究

⽀
援

事
業

）
2
2
3
,9
4
2
,0
0
0

0

,
,

0
0

2
5
8
,0
0
0

5
3
1
,1
2
5
,1
6
4

0
4
3
4
,7
4
2
,1
9
7

１
３

．
役

員
及

び
職

員
の

給
与

の
明

細
（

単
位

：
千

円
、

⼈
）

⽀
給

⼈
員

(0
) 0

(0
)

9
4

(0
)

9
4

（
注

）
１

．
２

．

３
．

⽀
給

⼈
員

は
、

年
間

平
均

⽀
給

⼈
数

を
記

載
し

て
お

り
ま

す
。

４
．

⾮
常

勤
の

役
員

及
び

職
員

は
、

外
数

と
し

て
（

 
 

）
で

記
載

し
て

お
り

ま
す

。
５

．
中

期
計

画
に

お
い

て
は

、
法

定
福

利
費

等
を

含
め

て
予

算
上

の
⼈

件
費

と
し

て
お

り
ま

す
が

、
上

記
明

細
に

は
法

定
福

利
費

等
は

含
ま

れ
て

お
り

ま
せ

ん
。

⽀
給

額

役
員

に
対

す
る

報
酬

等
の

⽀
給

基
準

は
、

独
⽴

⾏
政

法
⼈

国
⽴

成
育

医
療

研
究

セ
ン

タ
ー

役
員

報
酬

規
程

及
び

独
⽴

⾏
政

法
⼈

国
⽴

成
育

医
療

研
究

セ
ン

タ
ー

役
員

退
職

⼿
当

規
程

に
よ

っ
て

お
り

ま
す

。
職

員
に

対
す

る
給

与
等

の
⽀

給
基

準
は

、
独

⽴
⾏

政
法

⼈
国

⽴
成

育
医

療
研

究
セ

ン
タ

ー
職

員
給

与
規

程
、

独
⽴

⾏
政

法
⼈

国
⽴

成
育

医
療

研
究

セ
ン

タ
ー

⾮
常

勤
職

員
給

与
規

程
、

独
⽴

⾏
政

法
⼈

国
⽴

成
育

医
療

研
究

セ
ン

タ
ー

⾮
常

勤
医

師
及

び
研

究
員

給
与

規
程

、
独

⽴
⾏

政
法

⼈
国

⽴
成

育
医

療
研

究
セ

ン
タ

ー
職

員
退

職
⼿

当
規

程
に

よ
っ

て
お

り
ま

す
。

役
 

 
 

員
(8
,7
0
0
)

(5
)

(0
)

1
5
,5
4
0

1

20
12

年
度

東
京

都
在

宅
療

養
児

⼀
時

受
⼊

⽀
援

事
業

補
助

⾦
2
5
8
,0
0
0

0

合
 

 
 

計
(1
,8
4
3
,7
9
1
)

(4
9
4
)

⽀
給

⼈
員

(0
)

7
,0
5
8
,1
2
2

9
9
8

2
3
9
,9
2
50

職
 

 
 

員
(1
,8
3
5
,0
9
1
)

(4
8
9
)

(0
)

7
,0
4
2
,5
8
2

9
9
7

2
3
9
,9
2
5

合
　
　
　
　
　
計

9
6
5
,8
6
7
,3
6
1

0

区
 

 
 

分
報

酬
⼜

は
給

与
退

職
⼿

当
⽀

給
額
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１
４

．
開

⽰
す

べ
き

セ
グ

メ
ン

ト
情

報
（

単
位

：
円

）
研

究
事

業
臨

床
研

究
事

業
診

療
事

業
教

育
研

修
事

業
情

報
発

信
事

業
計

法
⼈

共
通

合
計

事
業

費
⽤

業
務

費
1
,3
3
2
,7
1
6
,6
1
9

2
,5
1
4
,0
5
7
,8
4
5

1
6
,1
3
8
,9
9
8
,7
1
3

1
,5
7
9
,1
7
6
,1
5
0

1
5
2
,4
4
8
,2
3
9

2
1
,7
1
7
,3
9
7
,5
6
6

‐
2
1
,7
1
7
,3
9
7
,5
6
6

⼀
般

管
理

費
‐

‐
‐

‐
‐

0
7
7
3
,9
1
6
,6
8
3

7
7
3
,9
1
6
,6
8
3

財
務

費
⽤

0
0

1
0
7
,1
8
3
,8
8
9

0
0

1
0
7
,1
8
3
,8
8
9

0
1
0
7
,1
8
3
,8
8
9

そ
の

他
経

常
費

⽤
0

2
3
,4
0
7

6
,9
1
6
,0
2
1

0
0

6
,9
3
9
,4
2
8

1
,2
6
3
,3
7
9

8
,2
0
2
,8
0
7

事
業

費
⽤

計
1
,3
3
2
,7
1
6
,6
1
9

2
,5
1
4
,0
8
1
,2
5
2

1
6
,2
5
3
,0
9
8
,6
2
3

1
,5
7
9
,1
7
6
,1
5
0

1
5
2
,4
4
8
,2
3
9

2
1
,8
3
1
,5
2
0
,8
8
3

7
7
5
,1
8
0
,0
6
2

2
2
,6
0
6
,7
0
0
,9
4
5

事
業

収
益

運
営

費
交

付
⾦

収
益

8
3
5
,4
8
6
,0
0
0

1
,3
4
0
,3
3
2
,8
1
0

3
1
,2
9
7
,0
0
0

1
,5
1
7
,9
2
4
,0
0
0

1
4
6
,1
6
0
,0
0
0

3
,8
7
1
,1
9
9
,8
1
0

2
3
4
,9
3
7
,4
9
8

4
,1
0
6
,1
3
7
,3
0
8

補
助

⾦
等

収
益

0
3
4
5
,3
5
9
,6
9
7

8
9
,3
8
2
,5
0
0

0
0

4
3
4
,7
4
2
,1
9
7

0
4
3
4
,7
4
2
,1
9
7

研
究

収
益

0
8
0
0
,4
5
0
,3
3
5

‐
‐

‐
8
0
0
,4
5
0
,3
3
5

2
0
0
,0
0
9
,0
6
3

1
,0
0
0
,4
5
9
,3
9
8

医
業

収
益

‐
‐

1
7
,4
2
1
,8
9
4
,0
8
9

‐
‐

1
7
,4
2
1
,8
9
4
,0
8
9

‐
1
7
,4
2
1
,8
9
4
,0
8
9

研
修

収
益

‐
‐

‐
1
2
,3
0
6
,0
4
0

‐
1
2
,3
0
6
,0
4
0

‐
1
2
,3
0
6
,0
4
0

寄
附

⾦
収

益
1
5
,5
7
0
,2
5
0

7
,4
0
9
,4
6
6

1
,0
8
5
,4
6
5

0
0

2
4
,0
6
5
,1
8
1

5
,8
9
3
,2
1
5

2
9
,9
5
8
,3
9
6

資
産

⾒
返

負
債

戻
⼊

資
産

⾒
返

運
営

費
交

付
⾦

戻
⼊

3
6
,2
0
8
,9
6
1

6
1
,3
4
3
,4
3
0

0
0

0
9
7
,5
5
2
,3
9
1

0
9
7
,5
5
2
,3
9
1

資
産

⾒
返

補
助

⾦
等

戻
⼊

5
1
,2
8
7
,6
5
6

6
0
,6
5
7
,1
2
9

2
8
,9
5
3
,8
5
1

0
0

1
4
0
,8
9
8
,6
3
6

0
1
4
0
,8
9
8
,6
3
6

資
産

⾒
返

寄
附

⾦
戻

⼊
0

3
2
,8
4
6
,9
8
5

2
,2
5
4
,7
2
7

0
0

3
5
,1
0
1
,7
1
2

0
3
5
,1
0
1
,7
1
2

施
設

費
収

益
0

0
0

2
,7
6
4
,7
9
9

0
2
,7
6
4
,7
9
9

0
2
,7
6
4
,7
9
9

そ
の

他
経

常
収

益
1
0
4
,4
6
9

2
4
0
,2
7
9

1
2
3
,0
2
7
,8
7
4

2
2
4
,0
0
0

2
6
,2
6
9

1
2
3
,6
2
2
,8
9
1

3
2
3
,8
1
8

1
2
3
,9
4
6
,7
0
9

事
業

収
益

計
9
3
8
,6
5
7
,3
3
6

2
,6
4
8
,6
4
0
,1
3
1

1
7
,6
9
7
,8
9
5
,5
0
6

1
,5
3
3
,2
1
8
,8
3
9

1
4
6
,1
8
6
,2
6
9

2
2
,9
6
4
,5
9
8
,0
8
1

4
4
1
,1
6
3
,5
9
4

2
3
,4
0
5
,7
6
1
,6
7
5

事
業

損
益

（
△

損
失

）
 3
9
4
,0
5
9
,2
8
3

1
3
4
,5
5
8
,8
7
9

1
,4
4
4
,7
9
6
,8
8
3

 4
5
,9
5
7
,3
1
1

 6
,2
6
1
,9
7
0

1
,1
3
3
,0
7
7
,1
9
8

 3
3
4
,0
1
6
,4
6
8

7
9
9
,0
6
0
,7
3
0

3
,5
4
9
,1
5
8
,8
8
9

2
,7
3
6
,1
0
3
,9
1
5

4
3
,9
5
7
,2
9
8
,6
9
2

4
0
9
,0
1
1
,2
3
7

7
,0
7
3
,7
1
0

5
0
,6
5
8
,6
4
6
,4
4
3

5
,2
3
7
,7
9
4
,3
2
6

5
5
,8
9
6
,4
4
0
,7
6
9

 
（

主
要

資
産

内
訳

）
流

動
資

産 現
⾦

及
び

預
⾦

0
0

0
0

0
0

5
,2
3
0
,9
1
8
,0
4
2

5
,2
3
0
,9
1
8
,0
4
2

医
業

未
収

⾦
0

0
4
,0
4
6
,1
1
6
,3
8
7

0
0

4
,0
4
6
,1
1
6
,3
8
7

0
4
,0
4
6
,1
1
6
,3
8
7

固
定

資
産 有
形

固
定

資
産

3
,5
4
1
,8
7
6
,8
4
2

1
,3
3
7
,9
3
2
,6
9
0

3
9
,5
7
8
,9
8
5
,2
4
1

4
0
7
,1
2
9
,2
3
9

6
,8
7
5
,5
0
3

4
4
,8
7
2
,7
9
9
,5
1
5

6
,5
2
6
,3
3
6

4
4
,8
7
9
,3
2
5
,8
5
1

 
１

．

２
．

事
業

の
内

容
「

研
究

事
業

」
 ：

 成
育

医
療

に
関

す
る

戦
略

的
研

究
・

開
発

を
推

進
す

る
事

業
「

臨
床

研
究

事
業

」
 ：

 治
療

成
績

及
び

患
者

の
QO

Lの
向

上
に

つ
な

が
る

臨
床

研
究

及
び

治
験

等
の

事
業

「
診

療
事

業
」

 ：
 ⼩

児
等

の
患

者
及

び
そ

の
家

族
の

視
点

に
⽴

っ
た

、
良

質
か

つ
安

全
な

医
療

を
提

供
す

る
た

め
の

事
業

「
教

育
研

修
事

業
」

 ：
 成

育
医

療
に

対
す

る
研

究
・

医
療

の
専

⾨
家

（
看

護
師

、
薬

剤
師

等
の

コ
メ

デ
ィ

カ
ル

部
⾨

も
含

む
。

）
の

育
成

を
積

極
的

に
⾏

う
事

業
「

情
報

発
信

事
業

」
 ：

 研
究

成
果

等
や

収
集

し
た

国
内

外
の

最
新

知
⾒

等
の

情
報

を
迅

速
か

つ
分

か
り

易
く

、
国

⺠
及

び
医

療
機

関
に

提
供

す
る

事
業

３
．

４
．

５
．

損
益

外
減

価
償

却
相

当
額

、
損

益
外

除
売

却
差

額
相

当
額

及
び

引
当

外
退

職
給

付
増

加
⾒

積
額

の
各

セ
グ

メ
ン

ト
の

⾦
額

は
、

以
下

の
と

お
り

で
す

。
（
単
位
：
円
）

研
究

事
業

臨
床

研
究

事
業

診
療

事
業

教
育

研
修

事
業

情
報

発
信

事
業

計
法

⼈
共

通
合

計
2
8
1
,6
9
4
,3
9
6

7
,1
6
1
,6
0
1

1
4
4
,7
4
1
,9
3
3

3
,8
6
2
,2
6
1

3
8
6
,3
4
8

4
3
7
,8
4
6
,5
3
9

1
,1
8
1
,9
3
3

4
3
9
,0
2
8
,4
7
2

3
1
5
,0
0
3

0
0

0
0

3
1
5
,0
0
3

0
3
1
5
,0
0
3

 3
2
,0
6
6
,8
6
9

 7
,5
7
8
,3
0
5

 3
3
2
,4
1
7
,2
3
7

 2
,0
3
5
,4
7
3

 3
0
6
,8
7
2

 3
7
4
,4
0
4
,7
5
6

 9
5
,4
3
9
,3
5
7

 4
6
9
,8
4
4
,1
1
3

１
５

．
上

記
以

外
の

主
な

資
産

、
負

債
、

費
⽤

及
び

収
益

の
明

細
 

 
該

当
事

項
は

あ
り

ま
せ

ん
。

引
当

外
退

職
給

付
増

加
⾒

積
額

セ
グ

メ
ン

ト
の

区
分

に
つ

い
て

は
、

⾼
度

専
⾨

医
療

に
関

す
る

研
究

等
を

⾏
う

独
⽴

⾏
政

法
⼈

に
関

す
る

法
律

に
定

め
ら

れ
て

い
る

業
務

内
容

に
基

づ
き

、
「

研
究

事
業

」
、

「
臨

床
研

究
事

業
」

、
「

診
療

事
業

」
、

「
教

育
研

修
事

業
」

、
「

情
報

発
信

事
業

」
に

区
分

し
て

お
り

ま
す

。

総
資

産

損
益

外
減

価
償

却
相

当
額

総
資

産
の

う
ち

法
⼈

共
通

は
、

各
セ

グ
メ

ン
ト

に
配

賦
し

な
か

っ
た

資
産

で
あ

り
、

そ
の

主
な

も
の

は
、

現
⾦

及
び

預
⾦

（
5,

23
0,

91
8,

04
2円

）
で

す
。

事
業

費
⽤

の
う

ち
法

⼈
共

通
は

、
各

セ
グ

メ
ン

ト
に

配
賦

不
能

費
⽤

で
あ

り
、

そ
の

主
な

も
の

は
、

管
理

部
⾨

に
係

る
費

⽤
（

77
3,

91
6,

68
3円

）
で

す
。

損
益

外
除

売
却

差
額

相
当

額
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決 算 報 告 書





【独⽴⾏政法⼈国⽴成育医療研究センター】 （単位：円）
区  分 予 算 額 決 算 額 差 額 備    考

収⼊
運営費交付⾦ 4,326,063,000 4,326,063,000 0

施設整備費補助⾦ 450,500,000 581,987,687 131,487,687 施設整備計画の変更等による。

業務収⼊ 16,897,847,000 18,264,215,810 1,366,368,810 医業収益が計画より増加したこと等による。

その他収⼊ 1,000,000,000 258,008,999  741,991,001 定期預⾦の戻⼊等の減少による。

計 22,674,410,000 23,430,275,496 755,865,496

⽀出
業務経費 18,449,608,788 20,260,199,952 1,810,591,164

研究業務経費 1,074,023,143 1,167,523,787 93,500,644 経費が計画より増加したこと等による。

臨床研究業務経費 2,132,498,298 2,218,868,525 86,370,227 経費が計画より増加したこと等による。

診療業務経費 12,802,801,264 14,435,490,482 1,632,689,218 経費が計画より増加したこと等による。

教育研修業務経費 1,482,430,084 1,570,283,784 87,853,700 ⼈件費が計画より増加したこと等による。

情報発信業務経費 166,816,168 154,424,684  12,391,484 ⼈件費が計画より減少したこと等による。

その他の経費 791,039,831 713,608,690  77,431,141 退職給付費⽤が計画より減少したこと等による。

施設整備費 1,188,935,672 1,127,908,164  61,027,508

借⼊⾦償還 682,888,000 682,888,000 0

⽀払利息 114,422,450 107,325,340  7,097,110 利率の⾒直しがあったことによる。

その他⽀出 1,504,388,395 504,388,395  1,000,000,000 定期預⾦の預⼊の減少による。

計 21,940,243,305 22,682,709,851 742,466,546

（注）損益計算書の計上額と決算額の集計区分の相違の概要は、以下のとおりであります。

決 算 報 告 書
（平成２４年４⽉１⽇〜平成２５年３⽉３１⽇）

  （２）損益計算書の⼀般管理費、その他経常費⽤は、決算報告書上は業務経費の「その他の経費」に含んでおります。
  （１）損益計算書の補助⾦等収益、業務収益、寄附⾦収益、その他経常収益は、決算報告書上は「業務収⼊」に含んでおります。

教育研修棟、バイオバンク棟の⼯事の進捗が遅れ
たこと等による。
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監 事 の 意 見
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会計監査人の意見
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